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令和 8 年 3 月に実施しました、自己点検・自己評価の結果をもとに、学校関係者評価の実施を行いま

した。「１．教育理念、目的及び目標」以下 6項目にわたり、学内で評価された結果分析とその改善のた

めの方策並びに両者に関する関係者からの評価と助言を掲載します。 

 

１．教育理念、目的及び目標 

【評価結果の分析】 

本項目については「満たしている」と評価する。本校の教育理念、目的および目標は明確に設定され

ており、教職員間においても概ね共通理解が図られていると認められる。本校では、学生に対して公務

員試験や資格試験の合格に必要な知識の習得にとどまらず、社会に奉仕・貢献する意識や、地域社会を

支える職業人としての自覚の育成を重視している。 

一方で、単位制への移行に伴い、教育理念・目的・目標と教育課程との整合性については、継続的に

検証・改善を行っていく必要がある。また、学生一人ひとりが学則を正しく理解し、学校生活において

規範意識を高めることも、目指す人材像の実現に向けた重要な課題である。 

 

【今後の改善方策】 

今後も学園の教育理念、目的および目標について教職員が十分に理解を深め、その内容を日々の教育

活動に確実に反映させていく。特に、令和 8年度からの単位制移行に伴い、教育理念や育成人材像と教

育課程、卒業認定方針、各授業科目との関連性について定期的に検証し、必要に応じて見直しを行う。 

また、学生に対しては、入学時のみならず、日々のホームルームや個別面談、学期ごとの節目におい

て、学校の目的や学則、目指すべき公務員像・社会人像について継続的に周知する。さらに、官公庁説

明会やボランティア活動、地域との連携を通じて、学生が具体的な職業意識を醸成できる機会を充実さ

せ、主体的かつ前向きに成長できる教育環境の整備を推進する。 

 

【関係者評価】 

世の中の多くの理念は、形式だけになっており浸透していないことが多い印象がある。これに対して

当学園は、自己点検において評価が高く浸透している点が評価できる。 

 

 

  



２．教育課程、教育時の実施、学修成果 

【評価結果の分析】 

本項目については、教育課程の編成、授業科目の配置、授業形態および教材、成績評価、卒業認定方

針のいずれにおいても、概ね高い評価となっている。学校の目的・目標および養成する人材像を踏まえ、

一般知能・一般知識などの公務員試験対策に加え、面接、論作文、集団討論、ビジネスマナー等を体系

的に配置し、学生の進路実現に向けた教育を実施している点が評価されている。 

一方で、企業等と連携した実習・演習については、「概ね満たしている」との評価が相対的に多く見

られるが、公務員分野という職業の特性上、官公庁等と連携した継続的な実習・演習の機会を確保する

ことには一定の難しさがある。 

 

【今後の改善方策】 

今後も、学校の目的・目標および養成する人材像に基づき、教育課程の体系性、授業内容、成績評価、

卒業認定方針との整合性を継続的に確認していく。特に、令和 8年度からの単位制導入については、各

授業科目の到達目標、試験・評価方法、単位認定基準をシラバスにおいて一層明確に示し、学生にも分

かりやすく周知していく。 

また、官公庁等との連携については、職業の特性上、長期的な実習の実施には難しさがあるものの、

官公庁説明会、職場見学、外部講師による授業、ボランティア活動等を通じて、公務員としての職業意

識を高める機会の充実を図る。特に、近年募集活動に力を入れている官公庁との連携については、改め

てその可能性を模索していく。 

さらに、民間就職へ進路変更する学生に対しては、担任と就職担当が早期に連携し、求人との適切な

マッチングや面接対策を強化する。加えて、資格取得や卒業要件についても、実態に即して整理し、学

生の成長につながる運用の在り方を検討していく。 

 

【関係者評価】 

  単位制については、学生の選択の幅が広がること、自分で管理して参加する意欲が高まることなどが 

考えられるため、今後に期待できる。ただし、資格取得の意義も大きいため引き続き取り組んで欲しい。 

 

３．学生の受入れ、学生支援 

【評価結果の分析】 

  本項目については、学生募集および入学者の選抜、収容定員の管理、経済的支援、キャリア支援の各

点において高い評価となっており、入学希望者に対する情報提供や入学選考は適正に行われていると

考えられる。また、学生の経済的側面に対しても、学費免除制度、修学支援制度、公的ローン、奨学金

等の支援制度を周知し、必要に応じて相談できる体制が整えられている。 

一方で、自主的な学習支援、学生相談、心身の健康管理については、「概ね満たしている」とする評

価もあり、学生の多様化に伴う支援体制のさらなる充実を継続的に図る必要があると考えられる。特

に、長期欠席者や精神的な不安を抱える学生への学習フォロー、カウンセラー制度の周知および積極的

な活用、健康面における外部機関との連携については、今後一層の整備が求められる。 

 



【今後の改善方策】 

今後も入学者の受入れについては、入学方針や選考基準を明確に示し、公正かつ適正な募集活動を継

続していく。学生支援については、担任や授業担当者を中心に、日常的な声かけや面談を通じて、学習

面・生活面・進路面における不安を早期に把握し、必要に応じて学校全体で支援する体制を強化する。 

特に、令和 8 年度からの単位制導入については、長期欠席者に対する学習フォローや学習管理の方法

を整理し、適切な仕組みづくりを検討していく。また、カウンセラーに相談できる制度について、学生

への周知を徹底するとともに、必要に応じて相談機会を確保できる体制を整える。 

さらに、民間就職を希望する学生に対しては、担任と就職担当が早期に連携し、求人紹介、面接対策、

再チャレンジ制度の案内など、個々の状況に応じた支援を行っていく。 

 

【関係者評価】 

多様性の尊重の理解という点において、特に若い世代では理解が広がっている印象がある。この理解 

をさらに進める指導をしてほしい。 

 

 

４．教育実施組織・教員 

【評価結果の分析】 

本項目については、「満たしている」「概ね満たしている」と評価されており、教員の配置、募集、採

用、教員組織の編成等は適切に行われていると考えられる。教員の資質向上については、「概ね満たし

ている」との意見も一部に見られることから、今後は教員研修のさらなる充実や、IT スキル等を習得

する機会の確保についても検討していきたい。 

  

【今後の改善方策】 

本項目については、教員研修の充実や IT スキル等を習得する機会の確保について検討し、継続的な

資質向上を図っていく必要がある。 

 

【関係者評価】 

  ＡＩ等の情報技術は日進月歩で進展している。教職員の方もこちらに対応して学校教育に活用して 

ほしいという意見がある。一方で、ＡＩ等により学生自身が考えることが減少する危険性がある点も指 

摘された。 

 

  



５．教育環境 

【評価結果の分析】 

本項目については、教育上必要な施設・設備およびそれらの点検について、概ね適切に整備・運用さ

れていると考えられる。一方で、図書室および専門書・参考図書の整備については、「概ね満たしてい

る」とする評価も見られることから、今後の改善の余地がある。 

  

【今後の改善方策】 

今後も学生が安心して学習に取り組めるよう、施設・設備の日常点検および定期点検、補修を継続し、

安全で快適な教育環境の維持に努める。また、学生の自主学習を支援するため、必要な教材や問題集、

専門書の充実について段階的に検討する。 

 

【関係者評価】 

自宅で学習できない学生もいるので、自習室の確保が重要であると考える。 

 

 

６．教育活動の基盤と改善・向上の取組 

【評価結果の分析】 

本項目については、全員が「満たしている」と評価しており、教育活動の基盤整備および改善・向上

の取組は適切に実施されていると考えられる。今後もこの良好な評価を維持できるよう、継続的な取組

を推進していくことが重要である。 

 

【今後の改善方策】 

今後も、学園の中長期的計画および学校運営計画に基づき、教育目的・教育目標の実現に向けた取組

を着実に進めていく。学期ごとの会議等を通じて年間計画の進捗状況を確認し、課題が生じた場合には

速やかに改善策を検討する。 

 

【関係者評価】 

 教育活動の基盤と改善・向上の取組については適切に運営されており、問題点は見当たらない。 
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